
　次の要件すべてに適合するものとします。
１.[地域×アート]をコンセプトに高知県内で開催される文化
　　芸術活動であること。
２．興行その他専ら営利、宣伝を目的としないもの。
３．特定の政治又は宗教活動を目的としないもの。

KAP 　地域住民が主体となって取り組む創造的な文化芸術活動で、
その地域の自然や町並み、歴史・文化といった資源を生かした
新たな地域貢献や地域の活性化につながる事業に対して行う
助成です。

令和７年度第75回高知県芸術祭助成事業

KOCHI ART PROJECTS 2025

＊申請書提出前に「申請の手引き」を
　必ずお読みください。

「KOCHI ART PROJECTS」助成事業とは？

KAP助成事業概要

▶助成の対象となる事業

　高知県内に事務所または活動拠点を有し、文化芸術活動を行
う団体（市町村、県からの出資を受けている法人等を除く）、個人
が対象です。

▶助成対象者

◎事業内容の文化的・芸術的な質：事業内容が文化・芸術的
　に評価できるか。
◎事業の効果：多くの県民に対して文化的影響力を持ち、創造
　する文化芸術活動を促進できる内容か。
◎地域への文化的貢献度：その事業を実施することで、住民の
　文化意識の啓発や地域貢献等に資するか。
◎事業の妥当性：事業内容の構成に無理がないか、また、芸術
　祭の開催趣旨に沿うものか、関係者だけでなく、より波及
　する内容か。
◎事業の実現可能性：事業の実現のために具体的な事業計画
　が立てられ、助成金が効果的に使用されるか。
※「地域住民との連携」、「地域との文化・歴史的な密着度」、「新しさの
　提案」の３項目についても審査し加点を行います。

▶審査項目 ＊申請書作成の際の参考にしてください

▶助成対象となる事業の実施期間

・助成金額は対象経費の範囲内とし、上限は30万円です。
・原則、助成金は当該事業が終了し、規定の報告書を提出して
　いただいた後に交付します。
＊申請内容と申請額を勘案し、審査会を経て助成額を決定します。
＊過去に助成を受けた団体も応募できます。
（同一団体等の同一または類似の事業に対する助成の採択回数
は、原則最大４回までとします。ただし、周年事業として特別なこ
とを行う場合には採択されることがあります。）

（公財）高知県文化財団
〒781-8123 高知県高知市高須353-2

【Mail】k_geijyutsu-sai@kochi-bunkazaidan.or.jp
【公式HP】https://www.kochi-art.com/
【Facebook】https://www.facebook.com/kochi.art/

TEL.088-866-8013 FAX.088-866-8008

▶助成金額

　次の要件をすべて満たすものとします。
１．（公財）高知県文化財団が実施する文化事業助成金との重複
　  受給をしないこと。（他団体による助成金との重複は可）
２．広報物等に指定クレジットを必ず記載すること。
　  （記載のない場合は助成交付を取り消す場合があります。）

３．高知県芸術祭執行委員会事務局が作成する広報物等への
　  原稿作成をはじめ、事業の運営に関して協力ができること。
４．明確な会計経理を実施し、収支及び事業実施の証拠書類に
　  ついて領収書等を実施報告時に提出すること。
５．指定の様式により実施報告書を提出すること。
　  （事業終了後１か月以内）

６. 令和８年１月25日(日)に開催予定（時間未定）の事業実施
　  報告会に参加すること。（開催地は高知市内を予定）
＊報告会参加に伴う交通費等の費用は各自ご負担ください。

▶助成条件

○一次審査(6月中旬開催予定、非公開)は申請書類をもとに
　実施します。二次審査の対象となる団体等には詳細な日程を
　お知らせします。
　＊二次審査予定日：令和７年６月28日（土）
○二次審査では、代表者等（代理者可）の出席のもとプレゼン
　テーションを行っていただきます。
　（二次審査を欠席した場合、理由に関わらず辞退とみなし、不採択とします。）
○審査結果は、７月上旬までに全ての申請団体等にメールで
　お知らせします。 ＊メール受信が難しい場合は郵送でお知らせします。

▶選考方法

問い合わせ・申請先

＜申請締切＞
　令和７年５月28日(水) ＊当日必着（17時まで）
＜申請方法＞
　所定の申請書類及び資料を用いて、高知県芸術祭執行委員会
事務局までメール、郵送または持参してください。
　なお、郵送の際には封筒の表に「ＫＡＰ助成金申請書在中」と
朱書きしてください。

▶申請締切および申請方法

公式HP

Facebook

【受付時間】９：00～17：00／土日祝日除く

芸術祭開催期間中
令和７年９月13日（土）～令和７年12月14日（日）
に実施される事業が対象となります。


